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早稲田大学マニフェスト研究所は、全国の議会改革がどのような状況・傾向にあるかを調べるた
め、「議会改革度調査2014」を実施しました。2015年2月上旬にメールや郵送で調査依頼を全地
方議会に送付し、全自治体の84％にあたる1,503 の議会からご回答いただきました。

今回は、調査結果の一部として下記を公開します。

・議会基本条例の制定

・政務活動費のインターネット公開

・議会報告会の開催

・政策型議員提案条例の制定

・女性議員比率

※項目別の詳細な分析は6月より順次掲載します

調査結果報告

議会改革度調査2014
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議会が果たすべき任務やその実施手順を定める議会基本条例。今回の調査では4割を超える42％の議
会が議会基本条例を制定済みと回答しました。

議会基本条例 制定済み 4１％、上位100議会は9８％
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議会基本条例 検証・改正は19％にとどまる

順位区分別にみると、上位議会ほど制定率が高く、ランキングの100位以内に入る議会は、10位の
町田市議会をのぞき、98％が制定済みとなりました。
一方で、制定のうえ、検証や改正を行っている議会は全体で19％にとどまりました。今後は、制定
後の活動のチェックのあり方が問われることになりそうです。
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政務活動費 領収書のネット公開進まず

昨年は、兵庫県議会における騒動などを発端に、政務活動費のあり方が世の中で大きく問われる1年
となりました。今回の調査で、政務活動費についてインターネットで公開している割合は、
総額39％→52％、内訳20％→38％と大きく増加する傾向となりました。

一方で、領収書をインターネット上で公開している議会の割合は、2％→3％と微増にとどまり、世
間の要望や問題意識に対して議会が対応できているのか、疑問が残る結果となりました。
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議会報告会 約半数の議会で開催

議会報告会、住民説明会、意見交換会などの「議会が住民に説明する場」を議会として設けている議
会は44％→46％と、5割近くまでに増加しました。
今後は、単に開催するだけでなく、住民の関心が高まるようなテーマ設定や運営手法、住民の意見を
政策に反映させるプロセスなど、質を高めていくことが求められています。
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※議会報告会の工夫点や住民意見の反映については今後の分析でご紹介します。
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議会報告会 上位ほど開催

順位区分別にみると、上位議会ほど開催率が高く、ランキングの100位以内に入る議会は91％が開
催しています。
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政策型議員提案条例 横浜市会が1年間で6本 トップに並ぶ

～過去10年間で制定した政策型の議員提案条例の制定について「実績あり」と回答した議会は、29％
→31％と微増しました。そのうち、10件以上制定した議会は、宮城県議会・横浜市会（13件）、岩手
県議会・埼玉県議会・名古屋市会（11件）、静岡県議会・岐阜県議会・徳島県議会（10件）の8議会
です。

なかでも、横浜市会が1年間に6本制定し、前年度トップだった宮城県議会に並んだ点が注目されま
す。横浜市会が2014年度に制定した条例は「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条
例」「横浜市子供を虐待から守る条例」「横浜市落書き行為の防止に関する条例」「横浜市がん撲滅対
策推進条例」「横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例」「横浜市商店街の活性化に
関する条例」です。
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女性議員比率 3割を超える議会 わずか3％

昨今、議会における女性議員の比率が注目を集めています。今回の調査では、女性比率が30％を超
える議会は、わずか3％にとどまりました。一方で、女性議員比率が50％を超える議会もありまし
た。大磯町議会、葉山町議会、島本町議会の3議会です。

議会名 女性議員の割合

大磯町議会 57%

葉山町議会 50%

島本町議会 50%

播磨町議会 43%

小金井市議会 42%

多摩市議会 40%

南幌町議会 40%

女性議員の比率が高い議会

■女性議員の割合（2014年度）
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今後について

今後、「議会改革度調査2014」に関する分析結果は、当研究所Web
サイトに順次公開していきます。

早稲田大学マニフェスト研究所
http://www.maniken.jp/gikai/
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